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研究成果の概要（和文）：肢体不自由児施設において、専門職が、被虐待児に対して専門的支援

を行う際に抱く困難がどのようなものかを質問紙調査した。その結果、多くの専門職は、子ど

もの心理面に関すること、家族に関すること、退所に関する支援に困難を感じていることが明

かとなった。さらに、支援を行うための支援体制にも困難が存在しており、施設内外との協働

の在り方を見直す必要があることが示唆された。 

 
研究成果の概要（英文）：The present study was planned to assess profession’s difficulties on 

residential care for abused children with disabilities by questionnaires. As a result, it 

became clear that professions felt difficulties with caring for “emotional characteristics of 

children”, “family support”, and “discharge from institution”. The present results indicate it 

is necessary to provide with cooperative system on each professions and organizations. 
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１．研究開始当初の背景 

日本の肢体不自由児施設の約 60％には被

虐待児が入所しており、被虐待児が入所して

いる肢体不自由児施設数は増加しているこ

とが明らかになっている[1][2]。しかし、肢体

不自由児施設における被虐待児への支援に

ついては、事例報告はあるものの、それらは

個別的に把握されるのみで、体系的にまとめ

られていない。虐待を受けた肢体不自由児に

対する系統的な支援システムの研究はなく、

それぞれの専門職が試行錯誤で援助を行っ

ているのが現状である[2]。 

児童養護施設に入所中する子どもを対象

とした研究では，被虐待児は虐待を受けてい
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ない子どもと比べ，非行的行動や攻撃的行動

が有意に多いことが明らかにされている[3]。

そのため、虐待を受けた子どもの支援におい

て、児童養護施設の職員を対象とした研究で

は、職員は子どもの被虐待児に特徴的な行動

やその子どもと人間関係を作ることに強い

ストレスを感じていることが明らかにされ

ている[4]。肢体不自由児施設では、日常生活

支援に加え、治療、訓練、療育、ソーシャル

ワークが多種の専門職職員によって行われ

ている。肢体不自由児施設において、被虐待

児に対して専門職として役割遂行する際、つ

まり専門的支援を行うことにおいて専門職

がどのような困難を抱いているのかは明ら

かでない。子どもの行動特徴への対応のみで

はなく、専門的支援を行う上で生じる困難が

どのようなものなのか具体的に知ることは、

肢体不自由児施設における被虐待児支援の

課題を見出すうえで有用であろう。また、多

職種が存在する肢体不自由児施設では、専門

職が本来持っている資源を調整することに

より、改善できる可能性も内包していると考

えられる。よって本研究では、被虐待児支援

において、専門職が抱く困難感に加えて、他

の専門職に対して、さらなる協力や協働、支

援など期待していることは何かについても

調査する。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、肢体不自由児施設におけ

る被虐待児への支援システムの在り方を究

明することである。 

肢体不自由児施設において、専門職は、被

虐待児に対して専門的支援を行う際、どのよ

うな困難を抱いているのかを調査し、肢体不

自由児施設における被虐待児支援の課題を

明らかにする。さらに、各専門職が、被虐待

児支援において、他の専門職にどのような期

待をもっているかについても調査し、連携の

在り方や役割分担など、専門職職員集団とし

ての課題も描き出すことを目指す。 

 

３．研究の方法 

対象 

 全国の肢体不自由児施設 59 施設のうち，

研究協力の得られた 25 施設に勤務する被虐

待児支援に携わった経験のある専門職職員

534 名。専門職を，医師，看護師，理学療法

士，作業療法士，言語聴覚士，社会福祉士，

指導員，保育士，薬剤師，検査技師，心理士

のいずれかとした。また，被虐待児を児童虐

待防止法に定められた身体的虐待，性的虐待，

心理的虐待，ネグレクトを受けた経験のある

入所する子どもとし，児童相談所が虐待と認

識していなくても，施設側が虐待であると認

識している事例も該当するものとした。 

 

調査方法 

研究協力の得られた施設の施設長宛に，研

究目的と方法，倫理的配慮を記載した研究の

説明書，自記式質問調査用紙，切手つき返信

用封筒を 1セットにして協力可能な人数分部

数を送付し，各専門職職員への配布を依頼し

た。調査用紙は，無記名とし，各専門職職員

自身が郵送することで回収した。 

 

調査内容 

（１）属性 

年齢，性別，専門職種，専門職としての経験

年数，勤務する場所，勤務内容，支援を経験

した被虐待児の人数について質問した。 

（２）支援を行う頻度と実施に伴う困難感 

 肢体不自由児施設で提供されている支援

内容について先行研究を参考に 8領域各 10

項目，計 80 項目の支援項目を作成した。支

援項目は，全ての専門職が行うものを網羅す



るように作成した。支援項目は，日常生活に

関する支援，遊びと学習に関する支援，身体

的治療または治療的かかわり，心理治療また

は治療的かかわり，訓練に関する支援，家族

に対する支援，退所に向けての支援，就職に

関する支援の 8領域における具体的支援内容

からなる。その各支援について，支援を行う

頻度を「よく行う」～「行わない」の 4件法

で回答を求めた。加えて，その支援を行う際

に，被虐待児でない子どもと比べて感じる困

難の程度を，「非常に困難に感じる」～「困

難に感じない」の 4 件法で回答を求めた。調

査は，事前に条件を満たす専門職員 2名に回

答してもらい，内容や表現の修正を行った。 

（３）支援に際して経験する困難 

これまでに経験した被虐待児支援において

難しい，困難であると思うことを自由記述形

式で回答を求めた。 

（４）各専門職への期待 

 被虐待児支援について，それぞれの専門職

に対して，さらなる協力や協働，支援など期

待していることについて，各専門職別に自由

記述形式で回答を求めた。 

（５）虐待を受けた肢体不自由児施設に入所

する子どもの特徴 

虐待を受けた肢体不自由児施設に入所す

るこどもの特徴を知るために、「虐待を受け

たこどもの行動チェックリスト（ACBL-R）

[5]」を用いて、最も最近に担当した小学生

以上の肢体不自由児についての評定を求め

た。同時に、その児の年齢と性別、障害の程

度と被虐待経験についても回答を求めた。 

 

分析方法 

各質問項目について単純集計を実施した。

また，統計解析には統計処理用ソフト

SPSSVer.20.0J を使用し，両側 5％未満を統

計的有意とみなした。χ2乗検定にあたっては，

職種について無回答であった 1名を除いて行

った。自由記述の分析は， KJ 法[6]を適用し

て分類と図解化を行った。 

 

４．研究成果 

（１）対象の背景 

25 施設，534 名の専門職職員に調査票を配

布し，256 名から回答を得た（回収率 47.9％）。

そのうち，被虐待児支援の経験がないと回答

したものと，経験の有無が無記入であるもの，

合計 11 名を除き，245 名の回答を分析対象と

した（有効回答率 45.9％）。有効回答を得た

専門職職員の属性は表１のとおりである。 

表１.回答者の属性

 人数 %

性別 男 40 16.3

女 204 83.3

無記入 1 0.4

年齢 30歳未満 20 8.2

30歳代 56 22.9

40歳代 86 35.1

50歳代 74 30.2

60歳以上 8 3.3

無回答 1 0.4

専門職種 医師 10 4.1

看護師 160 65.3

社会福祉士 9 3.7

保育士 20 8.2

指導員 6 2.4

理学療法士 16 6.5

作業療法士 9 3.7

言語聴覚士 8 3.3

心理士 3 1.2

その他 3 1.2

無回答 1 0.4

経験年数 5年未満 15 6.1

5年以上10年未満 24 9.8

10年以上15年未満 33 13.5

15年以上20年未満 30 12.2

20年以上25年未満 92 37.6

25年以上30年未満 34 13.9

30年以上 16 6.5

無回答 1 0.4

勤務場所 病棟 164 66.9

病棟と外来 49 20.0

外来 16 6.5

その他 15 6.1

無回答 1 0.4

勤務内容 ケアワーク 177 72.2

ケアワーク以外 68 27.8

被虐待児支援経験人数 1人 28 11.4

2人 34 13.9

3人 26 10.6

4人 17 6.9

5人以上 140 57.1  



 回答者の職種は，看護師が最も多く 160 名

（65.3％），次いで保育士 20 名（8.2％），理

学療法士 16 名（6.5％），医師 10 名（4.1％），

社会福祉士と作業療法士が各 9 名（3.7％），

言語聴覚士 8名（3.3％），指導員 6名（2.4％），

心理士 3 名（1.2％），その他 3 名（1.2％），

無回答 1 名（0.4％）であった。回答者の年

齢は，40 歳代が最も多く 86 名（35.1％），次

いで 50 歳代 74 名（30.2％），30 歳代 56 名

（22.9％）であり，30 歳未満は 20 名（8.2％）

であった。専門職としての経験年数について

は，20 年以上 25 年未満が最も多く 92 名

（37.6％），次いで 25 年以上 30 年未満 34 名

（13.9％）であり，5年未満の職員は，15 名

（6.1％），無回答 1 名（0.4％）であった。

勤務場所については，病棟で勤務する職員が

最も多く 164 名（66.9％），病棟と外来を兼

務する職員が 46 名（20.0％），外来勤務が 16

名（6.1％），その他 15 名（6.1％）であった。

これまで支援を経験した被虐待児の数は，5

名以上との回答が半数以上を占め 140 名

（57.1％）であった。 

（２）支援実施に伴う困難感 

 各支援項目を行う頻度を「よく行う」～「行

わない」の 4件法で回答を求めた回答のうち，

「行わない」とした回答者を支援項目ごとに

除いて分析を行った。被虐待児に対して各支

援を行う際に，被虐待児でない子どもと比べ

て感じる困難の程度を，「非常に困難に感じ

る」～「困難に感じない」の 4件法で回答を

求めた回答のうち，「非常に困難に感じる」

または「困難に感じる」と回答した専門職が，

支援を「行わない」としたものを除いた専門

職全体に対して占める割合を算出した。「非

常に困難に感じる」または「困難に感じる」

と回答した専門職の占める割合が大きい上

位 20 の支援項目と，回答した各専門職の人

数を表２に示す。 

支援実施者
全体

％ 人 人

1 心理検査の処方 75.0 15 20

2 遊びと学習に関する同職種との話し合い・調整 71.5 133 186

3 心理検査の実施 70.0 14 20

4 退所にむけての養育者との話し合い・調整 64.0 55 86

5 家族への説明・指導 57.1 96 168

6 子どもと家族の仲介・調整 56.4 84 149

7 就職に関する養育者との話し合い・調整 56.3 18 32

8 家族との面接・話し合い 55.4 97 175

9 家庭療育・外出の調整 55.1 76 138

10 家族との連絡 52.2 96 184

11
心理治療または治療的かかわりについて同職種
との話し合い・調整

50.0 22 44

12 就職先との話し合い・調整 48.0 12 25

13 退所にむけての社会生活行動体験・訓練 47.7 42 88

14 就職における勤務内容に関する練習・調整 47.4 9 19

15 退所後・就職後の相談 46.4 13 28

16 就職に関する本人との話し合い 45.5 15 33

17 退所にむけての施設外活動への参加 44.2 38 86

18 就職に関する他職種との話し合い 43.6 17 39

19 退所にむけた物質的な準備・環境調整 43.6 44 101

20 きょうだいの処遇 42.5 34 80

「非常に困難に感じる」
「困難に感じる」

順位 支援項目

表2.　困難に感じる職員の割合が高い支援項目（上位20項目）

 

「非常に困難に感じる」または「困難に感じ

る」と回答した専門職が 50 パーセントを越

える支援項目は 11 項目あり，その内訳は，

心理治療または治療的なかかわりにおいて

は，心理検査の処方，心理検査の実施，同職

種での話し合いや調整の 3項目，遊びと学習

に関する支援においては，同職種との話し合

いや調整の 1項目，退所にむけての支援にお

いては，養育者との話し合いや調整の 1項目，

家族を対象とした支援においては，家族への

説明や指導，子どもと家族の仲介，家族との

面接や話し合い，家庭療育や外出の調整，家

族との連絡の 5項目，就職に関する支援では，

養育者との話し合いや調整の 1項目であった。

上位 20 位の支援項目について，専門職種に



よって「非常に困難に感じる」または「困難

に感じる」と回答する人数に偏りがないかを，

職種について無回答であった 1名を除いてχ

2 検定を行ったところ，職種によって有意な

差異のある支援項目は認められなかった。同

様に，業務内容がケアワークかそうでないか

によって支援を「非常に困難に感じる」また

は「困難に感じる」と回答する人数に偏りが

ないかについてもχ2検定を行ったが，有意な

差異のある支援項目は認められなかった。 

（３）支援に際して経験する困難の構造 

これまでに経験した被虐待児支援において

難しい，困難であると思うことを自由記述形

式で回答を求めたところ，135 名から回答を

得た。これらの回答をＫＪ法[6]に従って分

類を行った。まず，記述された文章を困難な

事柄を表す意味のあるまとまりごとに切っ

て「単位化」し，その文に内容を圧縮した「一

行見出し」をつけた。その結果，342 個のデ

ータ単位が得られた。その文章と「一行見出

し」を 1枚のカードにし，それぞれの「同質

性」に着眼して小グループ分けを行った。そ

の各小グループの文章と「一行見出し」を熟

読し，その小グループの内容を圧縮した「表

札」をつけた。同じ手続きを小グループ間で

行い，中グループを編成し，同様にして大グ

ループを編成した。その結果，13 個の大グル

ープ，39 個の中グループが編成された。グル

ープ編成の後，まず大グループ同士の意味関

係の構造的配置を検討した。構造的配置を決

める際には，大グループに含まれる中小グル

ープの要約やさらにその記述内容を読み比

べて，配置の妥当性を繰り返し確認した。そ

の結果を図１に示す。子どもの特徴に対応す

ることに加えて、［家族と子どもをつなぐ支

援］や［家族と子どもの療育を協働する］、［退

所に向けた支援］、［退所後の支援］を行うこ

とに困難を感じていることが示された。退所

に向けた支援では、施設の年齢制限という特

徴に伴う施設の変更や退所の際に『次の施設

が見つからない』『施設変更の取り組みがな

されない』『終身施設の不足』といった困難

が存在していることが示された。また、支援

には、施設内外で連携して支援を行う支援体

制が必要であるが、それが機能することにも

困難があることが明らかになった。 

 

 

 

（４）本研究の実践的含意 

多くの専門職が困難を感じているのは、提

供している支援のうち、子どもの心理面に関

すること、家族に関すること、退所に関する

ことであることが明らかになった。これらの

支援を行うための支援体制にも困難が存在

しており、施設内や外部との連携の在り方を

見直す必要があることが示唆された。また、

施設入所に年齢制限があることによる［退所

に向けた支援］の困難さが存在することも明

らかになった。社会における虐待を受けた障

害のある子どもの成人後の支援体制の在り

方を見直すと同時に、入所施設においては、

退所や施設移行、地域移行を見越した長期的

視野を持って支援を行っていく必要がある

ことが示唆された。 

 



（５）今後の課題と展望 

肢体不自由児施設において、専門職が支援

に際して経験している困難の構造をさらに

詳細に分析すること、他の専門職への期待、

虐待を受けた肢体不自由児施設に入所する

子どもの特徴についての分析を進めること

が今後の課題である。これらの分析を進める

ことで、肢体不自由児施設におけるより具体

的な支援課題を明らかにしたい。 
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